
個人情報の取扱いにおける公表事項（2025年 6月 25日改定） 
 
 
１．当社の名称・住所・代表者名 

東京都千代田区富士見 2－10－2 飯田橋グラン・ブルーム 4F 
  株式会社 MS－Japan  

代表取締役会長 CEO 有本 隆浩 
 
２．個人情報・保有個人データの利用目的 
  当社が取得・保有する個人情報・保有個人データの利用目的は、以下のとおりです。 

情報の類型 利用目的 
当社が提供する各種サービスの利
用者の個人情報・保有個人データ 
 
（情報の種類）氏名、生年月日、性
別、住所、電話番号、e-mail アド
レス、学歴、職歴、資格、年収、求
職・転職に係る条件・希望、履歴
書・職務経歴書等の弊社に提出さ
れた資料等に記載された情報、求
職・転職活動に関する情報等 

①会員登録の審査、会員登録の手続、その他会員の管理 
②会員規約に定める各種サービスの提供（各種サービス上の義務の履
行や権利の行使を含む） 
③各種サービスに関する利用者への情報提供・連絡及び利用者からの
照会への対応 
④各種サービス（新サービスを含む）やセミナー・キャンペーン等に
関する情報の案内 
⑤各種サービスに関するアンケートや調査の実施 
⑥サービスの開発・改善 
⑦広告の配信・表示（その効果の最適化を含む） 
⑧利用者のサービスの利用等の行動に係る統計データの取得・作成 
⑨その他、以上の各事項に関連・付随する業務 
※②～⑧（⑨を含む）では、左記情報のほか、弊社ウェブサイト上で
の閲覧・行動履歴やその分析結果（本人の関心や利用状況等に関す
る情報）も活用します。 

取引先等（取引の提案や検討段階
の個人・法人等を含む）の関係者
の個人情報・保有個人データ 
 
（情報の種類）氏名、性別、会社
名、所属部署・役職、電話番号、e-
mail アドレス等 

①打合せ等の実施、これに伴う当社オフィスへの入退出管理 
②取引先等へのサービス・取引に関する情報提供・連絡、取引先等か
らの照会への対応 
③取引先等との契約に基づく業務の遂行や義務の履行、権利の行使 
④広告の配信・表示、各種サービスの提案等の営業活動、サービスの
開発・改善 
⑤その他、以上の各事項に関連・付随する業務 
※④（⑤を含む）では、左記情報のほか、弊社ウェブサイト上での閲
覧・行動履歴やその分析結果（本人の関心や利用状況等に関する情
報）も活用します。 

採用応募者の個人情報・保有個人
データ 
 
（情報の種類）氏名、生年月日、性

①採用選考、これに伴う採用応募者への情報提供・連絡及び採用応募
者からの照会への対応 
②採用後の人事・労務管理 
③その他、以上の各事項に関連・付随する業務 



別、住所、電話番号、e-mail アド
レス、学歴、職歴、資格、年収、履
歴書・職務経歴書等の弊社に提出
された資料等に記載された情報等 
従業員・役員（退職者を含む）の個
人情報・保有個人データ 
 
（情報の種類）氏名、生年月日、性
別、住所、電話番号、e-mail アド
レス、学歴、職歴、資格、給与、家
族情報、その他人事・労務管理上
必要な情報 

①従業員・役員（退職者を含み、以下「従業員等」という。）の人事・
労務管理全般 
②給与又は報酬の計算・決定・支払 

③従業員等への情報提供・連絡、従業員等からの照会への対応 

④退職又は退任の手続 

⑤その他、以上の各事項に関連・付随する業務 

株主の個人情報・保有個人データ 
 
（情報の種類）氏名、性別、住所、
その他株主の管理上必要な情報 

①株主及び株式の管理、株主への情報提供・連絡並びに株主からの照
会への対応 
②株主又は会社による権利の行使・義務の履行 
③法令に基づく書面・記録・データの作成 
④その他、以上の各事項に関連・付随する業務 

 
 
３．保有個人データの安全管理のために講じた措置 
  当社は、個人情報・保有個人データの安全管理のため、以下の措置を講じています。 

① 法令及びガイドラインが定める各対応を実施するに当たっての基本方針の策定 
② 取得・利用・保存・提供・削除・廃棄等の各対応及び責任者と役割を定めた各種規程の策定 
③ 責任者の設置、個人データを取り扱う従業員及び取り扱う個人データの範囲の明確化、法令及び

規程に違反している事実又は兆候を把握した場合の責任者への報告連絡体制の整備、個人データ
の取扱状況に関する定期点検等の組織的安全管理措置 

④ 個人データについての秘密保持に関する事項を就業規則に記載し、個人データの取扱いに関する
留意事項について定期研修を実施する等の人的安全管理措置 

⑤ 従業員の入退出管理、持込機器の制限、個人データを取り扱う機器及び電子媒体・書類の盗難・
紛失等を防止するための持出制限・管理等の物理的安全管理措置 

⑥ 個人データを取り扱う情報システムに対する外部からの不正アクセス又は不正ソフトウェアから
保護するシステムの導入等の技術的安全管理措置 

⑦ 外国において個人データを取り扱う場合における外的環境の把握については後記 4参照 
 
４．保有個人データを外国において取り扱う場合の安全管理措置 
  当社は、利用者のニーズにより適した広告を表示するために、弊社サービスの利用者の個人データの
うち特定の情報を、国内だけでなく、米国の広告配信事業者に提供し、当該広告配信事業者が有するデ
ータとマッチングを行い、その結果に基づいて広告を配信することがあります。詳細は、各サービスの
「利用者情報の取扱いについて」をご確認ください。 

   「MSCareer 利用者情報の取扱いについて」 



  「Manegy 利用者情報の取扱いについて」 
  当社は、上記目的のために利用者の個人データを米国において取り扱うに当たり、米国における個人
情報の保護に関する制度及び提供先の事業者が講ずる個人情報の保護のための措置を確認した上で、十
分な個人情報保護水準を満たした事業者を提供先として選定する等の措置を講じています。 

 ・米国における個人情報の保護に関する制度： 
  個人情報保護委員会の調査報告（下記URL参照） 

https://www.ppc.go.jp/enforcement/infoprovision/laws/offshore_report_america/#federal 
・提供先の米国の広告配信事業者が講ずる個人情報の保護のための措置： 

  同国の個人情報保護制度、APEC の CBPRシステム、OECD プライバシーガイドライン８原則 
 
5．保有個人データの開示等の請求について 
  保有個人データの利用目的の通知、又は保有個人データの開示、訂正・追加・削除、利用の停止・消
去、第三者への提供の停止若しくは第三者提供に関する記録の開示をご請求される場合には、以下の記
載に従いご請求ください。 

 
 ⑴ 必要書類 
  次のア及びイの両方の書類をご準備いただく必要があります。 
  ア 開示等の手続に応じた当社所定の請求書 
    ※当該請求書の書式につきましては、下記⑵又は下記５の窓口にお問い合わせください。 
  イ 本人及び代理人の本人確認書類 

① ご本人によるご請求の場合は、次の※記載の本人確認書類のうちいずれか一つ 
※運転免許証、健康保険証、パスポート、在留カード、特別永住者証明若しくは年金手帳の写し、
又は開示等の請求書に押されたご本人の実印の印鑑証明書（原本） 

   ② ご本人から開示等の手続につき委任を受けた代理人によるご請求の場合は、ご本人及び代理人
双方の上記①の書類（ただし、ご本人については印鑑証明書以外のもの）に加えて、開示等の請
求書に押されたご本人の実印の印鑑証明書 

③ 未成年者又は成年被後見人の法定代理人によるご請求の場合は、ご本人及び法定代理人双方の
上記①の書類に加えて、次の※記載の書類 

    ※未成年者の法定代理人の場合 
本人及び代理人がともに記載され、その続柄が示された戸籍謄抄本又は住民票の写し 

    ※成年被後見人の法定代理人の場合 
登記事項証明書 

 
 ⑵ 請求の方法 
   上記⑴記載の必要書類を下記の宛先までご郵送ください。なお、ご郵送に当たっては、書留、簡易

書留又は特定記録郵便等の配達状況を確認できる方法でお送りください。 
  （請求の宛先）〒102-007 東京都千代田区富士見 2－10－2 飯田橋グラン・ブルーム 4F 
         株式会社MS－Japan  個人情報保護管理者宛て 
 
 ⑶ その他 



  ・保有個人データの開示等のご請求に応じるに当たり、手数料等は徴収いたしません。 
  ・保有個人データの開示等のご請求については、これに応じることができない場合を除き、全ての必

要書類が当社に提出された日から合理的な期間（原則として 2 週間とし、件数の多い場合・複雑な
請求の場合など対応に時間を要する場合には 30 日を予定しています。）内に対応いたします。また、
対応した場合にはその旨を通知いたします。 

  ・ご請求に応じることができない場合には、その旨を通知するとともに、その理由を説明するように
努めます。 

・開示等の請求書や本人確認書類等に不備がある場合、当社から訂正や再提出等の不備の補正を依頼
しますが、特段の事情がない限り、当社からの依頼後 2 週間を経過しても当該依頼に対応していた
だけない場合には、ご請求に応じることができない旨の決定をすることになりますので、ご了承く
ださい。 

 
6．個人情報・保有個人データの取扱いに関する苦情等の申出先 
・東京本社  〒102-0071 東京都千代田区富士見 2-10-2 飯田橋グラン・ブルーム 4 階 

TEL：03-3239-7373  Email：tokyo@jmsc.co.jp 
・名古屋支社 〒450-6312 名古屋市中村区名駅 1-1-1 JPタワー名古屋 12階 

TEL：052-551-1125  Email：nagoya@jmsc.co.jp 
・大阪支社  〒530-0011 大阪市北区大深町 3-1 グランフロント大阪タワーＢ24 階 

TEL：06-6292-5838  Email：osaka@jmsc.co.jp 
 
7．認定個人情報保護団体及び当該団体の苦情の申出先 
  当社は、認定個人情報保護団体である一般財団法人日本情報経済社会推進協会の対象事業者です。 
   （苦情の申出先） 

一般財団法人日本情報経済社会推進協会 個人情報保護苦情相談室 
〒106-0032  東京都港区六本木一丁目９番９号 六本木ファーストビル内 
TEL：03-5860-7565  フリーダイヤル：0120-700-779 

 
8. 個人情報保護管理者 

個人情報保護管理者を個人情報の管理者として任命し適切な個人情報の安全管理に務めます。 
個人情報保護管理者 株式会社 MS-Japan 取締役 経営管理本部長 




